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中央社会保険医療協議会 総会 (第 151回 )議 事次第

平成 21年 11月 ¬8日 (水 )
於 はあといん乃木坂
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日本薬剤師会常務理事

東京大学大学院法学政治学研究科教授

東京大学大学院経済学研究科教授     ,
日本労働組合総連合会副事務局長

全国骨髄バンク推進連絡協議会会長

全国市長会国民健康保険対策特男1委員長、高知市長

静岡県立大学看護学研究科教授

全国知事会社会文教常任委員会委員長、愛知県知事

全国老人クラブ連合会相談役・理事

全国健康保険協会理事彙
/｀~

日本経済団体連合会社会保障委員会医療改革部会長

国民健康保険中央会理事長

諫早医師会会長

健康保険組合連合会専務理事

独立行政法人国民生活センター顧間

高齢社会をよくする女性の会理事長

日本医師会常任理事 ・

全国町村会会長、福岡県添田町長

全国後期高齢者医療広域連合協議会会長、佐賀県多久市長

日本歯科医師会常務理事

早稲田大学大学院法務研究科教授
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平成22年度診療報酬改定の視点等について

前回までの議論等を踏まえ、平成 22年度診療報酬改定について(ど のような認

識 =視点で行うことが適当と考えるのか。例えば、以下のような認識、視点で改定を

行うことについてどう考えるのか。      ,

【基本認識・重点課題等】

① 前回の診療報酎‖改定においても、医師不足などの課題が指嫡される中で所要の

改定が行われたところであるが、これらの課題は必ずしも解消しておらず、我が

国の医療は、危機的な状況に置かれている。

② このような基本認識に立ち、平成 22年度診療報酬改定においては、「救急、

産科、小児、外科等の医療の再建」及び「病院勤務医の負担の軽減 (医療従事者

の増員に努める医療機関べの支援)」 を改定の重点課題として位置付けることと

してはどうか。                             ・

③ また、診療報酬改定に当たっては、地域特性への配慮や使途の特定とぃった補
助金の役割との分担を十分に踏まえるべきである。

④ このような基本認識や重点課題を踏まえた上で、次期診療報酬改定の基本的な

方向にういては、

イ 地域医療が危機的な状況にある中、医療費の配分の見直しではなく、医療費
の底上げを行 うことにより対応すべ きとの意見がある一方、

口 保険財政が極めて厳 しい状況の中で、医療費全体を引き上げる状況にはなく、

限られた財源の中で、医療費の配分の大幅な見直しを行うことにより対応すべ

きとの意見があつたところ。

⑥ このような状況を踏まえ、次期診療報酬改定の基本的な方向について、どのよ
うにあるべきか、ご議論をいただきたい。

【改定の視点】                      t

①  「救急、産科、小児、外科等の医療の再建」、「病院勤務医の負担の軽減 (医療

従事者の増員に努める医療機関への支援)」 といった重点課題以外にも、国民の

安心・安全を確保していく観点から充実が求められている領域も存在している。

このため、「充実が求められる領域を適切に評価していく視点」を次回改定の

視点の一つとしてはどうか。

② 一方、医療は、これを提供する側と受ける側との協働作業であり、患者が必要

な情報に基づき納得した上で医療に参加していける環境を整えることや、安全で

あることはもちろん、生活の質という観点も含め、患者一人一人の心身の状態に

あつた医療を受けられるようにすることが求められる。

このため、「患者から見て分かりやす く納得でき、安心・安全で、生活の質に

も配慮した医療を実現する視点」を次期改定の視点の二つとしてはどうか。

③ また、患者の視点に立った場合、質の高い医療をより効率的に受けられるよう

にすることも求められるところであるが、これを実現するためには、医療だけで

なく、介護も含めた機能分化と連携を推進していくことが必要である。

このため、「医療と介護の機能分化と連携の推進等を通じて、質が高く効率的

な医療を実現する視点」を次回改定の視点の一つとしてはどうか。

④ 次に、医療を支える財源を考えた場合、医療費は公費や保険料を主な財源とし

ており、国民の負担の1墜減の観点から、効率化の余地があると思われる領域につ

いては、その適正化を図ることが求められる。

このため、「効率化の余地があると思われる領域を適正化する視点」を次回改

定の視点の一つとしてはどうか。



平成22年度診療報酬改定の「視点等」と「方向」について

前回までの議論等を踏まえ、平成22年度診療報酬改定について、具体的にどのよ

うな「方向」で改定を行うことが考えられぅのか。例えば、以下のような「方向Jが

考えられるのではないか:

¬ 重点課題関係

(1)救急、産科、小児、外科等の医療の再建

① 有床診療所も含めた地域連携による救急患者の受入の推進
② 小児や妊産婦を含めた救急患者を受け入れる医療機関に対する評価
③ 新生児等の救急搬送を担う医師の活動の評価
④ 急性期後の受け皿としての後方病床・在宅療養の機能強化

⑤ 手術の適正評価     等

(2)病院勤務医の負担軽減策の充実 (医療従事者の増量11努 める医療機関への支援)

① 看護師や薬剤師等医師以外の医療職が担う役割の評価    _
② 看護補助者等医療職以外の職員が担う役割の評価
③ 医療クラークの配置の促進など、医師の業務そのものを減少させる取組に対
する評価

2.4つ の視点関係

(1)充実が求められる領域を適切に評価してい〈視点

① 質の高い精神科入院医療の推進

② 歯科医療の充実

③ イノベーションの評価  等

※ その他以下の項目を位置づけることについてどのように考えるのか、ご議論
いただきたい。

○ がん医療の推進                    :

○ 認知症医療め推進

○ 新型インフルエンザ対策等感染症対策の推進
○ 肝炎対策の推進

を実現する視点

① 医療の透明化・分かりやすさの推進       ‐

② 医療安全対策の推進

③
.心
身の特性や生活の質に配慮した医療の実現

④ 重症化の予防   等

(3)医療と介護の機能分化と連携の推進等を通じて、質が高く効整的な医療を実現す

る視点

① 質が高く効率的な急性期入院医療の推進

② 回復期リハビリテーション等の機能強化

③ 在宅医療 。在宅歯科医療の推進

④ 医療職種間、医療職種・介護職種間の連携の推進    等

(4)効率化の余地があると思われる領域を適正化する視点

① 後発医薬品の使用促進

② 医薬品、医療材料、検査に関する市場実勢価格の反映  等
等
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後期高齢者医療制度に係る診療報酬について

① 昭和 58年 2月 から施行された老人保健法に基づき、一定以上の午齢の方のみ
に適用される診療報酬として「老人診療報酬点数表」が創設され、包括払いの採

用や介護の重視、在宅医療の推進など、高齢者の心身の特性に着日した評価が設

けられてきたところ。

② しかしながら、平成 18年 4月 の診療報酬改定において、簡素化の観点から、
老人診療報酬点数表にのみ存在する診療報酬項目や、同一の診療行為に対する評

価が老人診療報酬点数表 と医科診療報酬点数表等とで異なる診療報酬項 目につい

ては、高齢者の心身の特性を踏まえたものを除き、一本化 されたところ。

これに伴い、「老人診療報酬点数表」については、「医科診療報酬点数表等」と

別建てとされている取扱を改め、これら 2つ の点数表が一本化されたところ。

o その後、平成 20年 4月 の後期高齢者医療制度の創設に伴い、改めて高齢者の

診療報酬?在 り方について検討を行い、ご本人が選んだ高齢者担当医が′いと体の

全体を診て、外来、入退院、在宅医療まで継続して関わる仕組み (後期高齢者診

療料)を創設するなどの取組を進めたところ。

④  しかしながら、このような診療報 rJll点 数については、午齢による差別ではない

か、必要な医療が受けられなくなるのではないか等の指摘を受けたところ。

⑤ 一方(中央社会保険医療協議会が行った調査によれば、後期高齢者診療料の活

用が進んでいない実態等も明らかになったところ。               .

⑥ このような状凛を踏まえ、75歳以上という年齢に着日した診療報Wll体系につい

ては、後期高齢者医療制度本体の見直しに先行して、廃止することとした上で、

具体的な報酬‖設定については、それぞれの診療報酬項目の趣旨・目的等を考慮し

つつ、検討することとすべきと考えるが、この点についてご議論いただきたい。



主な集計項目の平均値と中央値 (第 17回医療経済実態調査 )

中 医 協  総 -1
21. 11. 18

1.損益状況

2_職種別常勤職員1人平均給料月額等

3_一般診療所 主たる診療科別の損益状況

一般病院 (集計 1)

開設者区分 医療法人 回公立 全体 特定機能病院 DPC対象病院

平均値/中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央 値

損益差額 3.24 -44.851 2229, 124鋼 -11231 -106,908 -4ム4■ -1乃∞〔

総損益差額 267日 2.329 -5,98慟 -341 25,596 3.212 -53" 32t

税引後の総損益差額

“

.156 ―フ.32〔

一般診療所 (集計2) 歯科診療所 (集計2) 保― 局 (集計2)

開設者区分
個 人

(入院診 療収益なし)
医振法人

(入院診寝収益なし〕
個 人 医療去人 個 人 法 人

平均値/中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値

医業収益 6.65( ユ461 lQ76旧 8,34〔 3,3" 8.C13( 61279 65“ 9.53【

損益差額 204〔 37 1202 1.065 70〔 35(

一 般病院 (集計 1) 一般診療所 (全体 :集計2)

開設者区分 日 立 公立 公 的 医療法人 個 人 医療法人

平均値/中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央 値 平均値 中央値

病院長・院長 1.61111` 1.606.630 1.651.115 1,627.01 1.785,51 1,731.754 2.626.97〔 ム170,003 2108.530 1,799.3コ

医 師 1.252.621 1.301,353 1,312Ю 4 1.390.05( 1143_60( 1.279,608 1.28781 1,36145 1065779 953,33〔 1.160.315 1.00Q00(

個人 (入院収益なし)(集計 2)

診療科区分 内 科 小児科 精神科 外科 整形外科

平均値/中央値 平均値 中央 値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値

医業収益 4,51( 4.587 3.838 6.20 6.391 1■791

損益差額 1.401 1.44( 1,13つ 1.536 3,62乏 252

個人 (入院収益なし)(集計2)

診療科区分 産婦人科 眼科 耳鼻咽喉科 皮膚科

平均値/中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値

医業収益 7.49( 6.20e 5.5雛 4673 4191

損益差額 196( 2,10モ 1.465 233〔 18α

医療法人 (入院収益なし)(集計2)

診療科区分 内 科 小児科 精神科 外科 整形外科

平均値/中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値

医業収益 8.636 7.64 7.39〔 5,96( 11_8餅 8,781 Q51 8.663

損益差韻 -5《 587



医療経済実態調査
(青折の事業年度)

最近の医療費の動向(JT~‐rアス)
(平虚 0年度)

一般診療所 /医科診療所 106,573
23乙306
93,829

94,426
157,351
8“ 3

入院診療収益あり/有床診療所

入院診療収益なし/無床診療所

141,824

「医療経済実態調査」収益と「最近の医療費の動向(メディアス)」の比較

注1 医療経済実態調査のT般病院の収益は、入院診療収益及び外来診療収益を合算したものである.
注2医療経済実態調査の一般病院の収益には、公害医療、労災保険、自賠責、自費診療収益等も含まれているが、メディアスの医
科病院の医療費には、当該項目は計上されていない。
注3医療経済実態調査の一般病院においては、特定機能病院を集計対象外としているが、メディアスの医科病院の集計には含まれ
ている。
注4 医療経鵬実態調査の保険薬局は、1ケ月の調割報饉明細書の取扱件数が300以上の薬局を対象としているが、メディアスの集
計対象には、取扱件数が300未満の保険薬局も含まれている。

r医療経済実態調査」の収益と『最近の医療費の動向 (メディアス)Jの比較

平成19年6月 平成21年6月

医療経境実態調査
最近 のロ
〔メう
豪資の動同
ィアスゝ 医療経済実態調査

最近の医療質 の動向
〔メディアス〕

般病院/医科病院 182566 1(MLl1 2 211調 17即 5
般診療所/医科診療所 8,606 乙973 9,102 3147
内科 7∞ 3 9586 a153
嗜ヽ児科 6黙 3 5250 54・43
応科 ¨ 12739 8505
整形外科 lQ獅 lQ100 l Q792
皮膚科 Q896 Q969 中

由婦人科 邸 27 Z355 5431
眼科 8652 lQ383 a916
耳鼻咽喉科 Q304 Q259 6320
その他 購 1 12917 98И

入ロ融 益あり/有床診療所 lQ037 12m
"

13770
入ロ書診療収益なし/無床診療所 7お 2 乙114 8045 7282
雪科診療所/歯科識 所 3,380 3192 3(M卜1 a285
果険薬局/癬 局 11,167 M83 12427 こ‐ 6

注1医

―

の一般病院の収養は、入院診豪収姜及び外来鰺壼収菫を合算したものである.   .
滋 医療藝 調唐0-般病院の収益には、公書医療、労災保臓、自賠責、自費診療収益等も含まれているが.メディアスの医科病院の医療
費にはj当議項目は計上されていない. ・

注3医書籠薄実態調査の一般病院においては、特定機能病院を集計対彙外とし‐ 略が、寿 ィアスの医科病院の集計には含まれている.
注4医麟饉済実態調査の一般診療所の参療細 の平成19年6月の数値(網掛け部分)は介讀保険事業に係る収入のない一般診睾所偉計1)
を― Lttヽる。
注5E-3鐘 ■査の保険秦局は、1ケ月の調剤報日明細書の取扱件数が300以上の薬局を対象としているが.メデ″ スの集計対ユには、
取扱件数が●oO未満の保険薬局も含まれ‐も .



院外処方を実施している一般診療所の割合について

【参考】
院外処方率の年次推移 (社会医療診療行為別調査)

∽
l__ヽ』二__ダ■́

ノ 駆　　敵　痢

”　　　　頭
　
　
卸

平成 16年  5FE17年   平成11年

き 院外処方率=

曇方せん料の算定回数
(処方料十処方せん料)の算定回数

X100

医療経済実態調査
(平成21年 6月 )

医療施設調査
(平成17年)

一般診療所 (院外処方あり)
73.7% 64.5%割 百

772/1,047 48,335/74,948



参 考 資 料

21. 11. 18

平成 20年度診療報酬改定以降の賃金「物価の動向

回
陣 囲 旬

(注)各年度の数値は、上段が人事院勧告の平均改定率、下段 (カ ッコ書き)が賞与の支給
月数の変更等による影響率 (別掲)で あり、「2年間の増減率」はこれらを合計
したものである。

1栃満動向1朧拗 m

(注 1)各年度の数値は、平成¬7年度を100と した場合の指数による増減率である。
(注 2)平成21年度の数値は、平成21年度4月 から9月までの消費者物価指数 (前年同月比)
の平均値である。
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平成20年度
:

平成21年度

平成20年度 平成21年度 2年間の増減率

0, 0% ▲ 0, 2%
▲2.4%

(賞与0.0%) (賞与▲2.2%)

〔参考〕

平成 18年度
t

平成 19年度

平成 18年度 平成 19年度 2年間の増減率

0. 0% 0. 4%
+0, フ %

(賞与 0.0%) (賞与0,3%)

平成 20年度
t

平成21年度

平成 20年度 平成 21年度 2年間の増減率

1. 1%

(注 2)

▲ 1. 6% ▲ 0. 5%

〔参考〕

平成 1

平成 1

度
　
度

年
　
年

８

　

９

平成 18年度 平成 19年度 2年間の増減率

0. 2% 0, 4% +0, 6%

3  8



西澤委員提出資料

21. 11, 18

平成 21年 11月 」8日

中医協 。第 17回医療経済実態調査報告における病院の状況について

」,集計」の結果について    ｀

一般病院全体の損益差額は、前回の-50%か ら今回は-4,5%とほぼ変わらず、赤字となつ
ている
`―
般病院の国

/AN立
を除いた損益差額においても、前回の-0,2%から一〇,7%と ほぼ変

わっておらず、赤字である。

また、今回より税引き後の総損益差額が集計されており、医療法人をみると総損益差額 17%
であったものが税引き後ではO.2%と ほぼ利益がな<なつている。

2.集計2の結果について
一般病院全体の損益差額は、前回の-4.1%か ら今回は-3.7%とほぼ変わらず、赤字である。
一般病院の国公立を1/Sいた損益差額では、前回の O.4%から今回はO.2%と ほぼ横ばいである

が、全く利益はない状況である。

3.機能月」の集計結果について
● DPC対 象病院の損益差額は、回笞数が前回より増えているとはいえ、前回の-1.3%か
ら今回は-5.2%と経営が悪化していることがみてとれる。

● 回復期リハビリテーション病棟入院料算定病院の損益差額は、前回の一〇.3%か ら今回は
-2.6%と若干悪化している。

● 亜急性期入院医療管理料算定病院の損益差額は、全体では、前回の-6.3%から今回は
-4.7%と若干改善しているが赤字であり、国公立を除いた損益差額においては、前回の

O.1%から今回は-4.2%と赤字へ転落している。

● 一般病棟入院基本料局」の損益差額では 「7対 1」 が前回の一,30%か ら今回は-4■ %、
「10対 1」 が前回の-9,0%から今回は-7.4% 「13対 1」 が前回め-0.0%から今回は
-6.1%「 15対 1」 が前回の-3.〇%から今回は5.3%、「特別入院基本料」が前EOEの -0.5%

から今回は=2.7%、 となつている。「15対 1」 以外は全て赤字であり、とりわけ「10対」」

が-7.4%と経営状況が一番悪い。

● 一般病院 100床あたりの損益差額では、全体で前回の-5.0%か ら今回は-4.5%と変わ
らす赤字であり、国

/AN立 を除<全体においても前回の一〇.2%から今回は-0,7%と同じく赤

字である。                               ,
● 損益率の分布のグラフでは、国/AN立を除<一般病院で「〇%以上～10%未満」が最も多く、
次いで「-10%以上～〇%未満」が多い、医療法人では32%の病院が「-30%未満」であ
り、経営が成り立つ1犬況ではない病院もある。

4,直近の事業年度の集計結果について

● 「集計 1」 における一般病院の損益状況について、全体では-4.4%であり、国公立を除
くと-10%である。
● 「集計2」 における一般病院の損益状況について、全体では-3.5%であり、国公立を除
くと01%である。
● 損益率の分布のグラフでは、国公立を除く一般病院で「〇%以上～10%未満」が最も多く、
次いで「-10%以上～〇%未満」が多い、医療法人では2.4%の病院が「-30%未満」であ

る。

● 事業年度集計の方が単月集計と比べて若干赤字幅が大き<、 特に医療法人の損益差額 (集
計1)においては、単月で2.1%が事業年度では 1,4%となつている。    |

5:まとめ                                :
上記をまとめると、                           |
〇 一般病院は、前回とほぼ変わらす基本的に赤字である。
O 税引き後の総損益差額をみると民間病院は微々 だる利益があっても最終的にはほぼ0%と
なっている。

O DPC対 象病院の損益が悪化している。
○ 回復期リハビリテーシヨン病棟入院料、亜急性期入院医療管理料を算定している、いわゆ
る亜急性期医療を担つている病院の損益が悪化し、赤字である。

○ 入院
尋
本料別ァ
は「15:1」 以外はすべて赤字であり、「10:1」 が最も悪

ぃ
。

○ 事業年度集計においても一般病院は単月集計と同じく全体的に赤字基調である。
という結果である。

医療経済実熊調査の結果においても病院の経営状況は逼迫していることが示されており、全て

の病院が算定する「入院基本料」の大幅な増額が必須であると考える。

また、事業年度集計の方が学月集計より赤字幅が大きい要因として、単月データである平成 21

年6月時点においては、医療機関倶Iの経営努力により、改定直後の平成20年度の状況からは苦

千改善しているものと考えられ、改定による影響を正確に把握するためには調査を毎年行うこと

が必要と考える。

以上



平 成 21年 11月 18日

社団法人日本歯科医師会

第 17回中医協 ヨ医療経済実態調査結果に対する見解
一 中医協

コ平成 21年 6月 実施 一
「歯科診療所 (個人立 )の損益状況の分析」

1.はじめに

○本調査は、医療機関における医業経営等の実態を明らかにする調査であり、次期改定の重要な検討資料である。

また、中医協の協議をら、まえて、今回初めて年間ベースの調査も実施された。

○歯科診療所は無床診療所であり、その経営規模を示すユニット台数は各年度において平均 3台を示し、調査年によって変わって

いない。このことから、過年度の調査結果との比較はそのまま経営実態の変化と考えられる。

○ 歯科診療所の損益差額には、院長給与相当分のほかに多くの本調査結果に計上されていない項目 (費用相当分)が含まれる。法
人の勤務者の給与と比較する場合には、これらの項目を差し引いて比較検討する必要がある。

く損益差額に含まれる院長給与相当分以外の項目〉

①院長退職金相当分の積立t②法定福利費相当分 (年金及び健康保険料)、
③建物、設備等の改築・更新等の費用、④借入金の返済分、⑤自己資本の投下の逸失利益の補填とリスク  _

〈その他の労働時間、地域活動等の比診

・診療時間以外の経営全般 (経理、請求事務、人事管理等)のための時間
・地域医療・保健活動のための時間 (学校医、健診、保健所活動への協力等)

表 1 平成 21年 6月 (報告書 28頁 ) 表 2 事業年の集計 (報告書 147頁 )
(参考) |
※ 1月 当た り

※事業年の集計金額を

12分の 1に換算

0

2,415

988

44

243

888

:7:

53

67

631

1,202

I 医業収益
1 保険診療収益

2_労災等診療収益

3そ の他の診療収益

4そ の他の医薬収益

I介 護収益

1 居宅サービス収益

2そ の他の介護収益

lE医薬・介護費用

1給 与費
2医 薬品費
3.歯科材料費

4委 託費

5減 価償却費

(再掲)建物滅価償却費

(再綱疇 機器滅価償却費

6そ の他の医薬費用

損益差額 (I+I― Ш)

2,984

税引後の総損益差額(Ⅳ一V)

(集計2)

個 人

金額 構成比率

医業収益

1 保険診療収益
2労災等診衰収益
3その他の診療収益
4_その他の医集収益

介護収益      ・

1 居宅サービス収益
2その他の介護収益

医業・介護費用

1.給与費

2医薬品費
3歯科材料費
4委託費
5減価償却費
(再掲)建物減価償却費

(再掲涯 療機器減価償却費

6その他の医業費用

損益差額(1+■ ―m)
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平均ユニット数

金 額

千円

I医業収益
3,500

保険収益

2,967

Ⅲ 医業・介護費用
2,388

Ⅳ 損益差額

1,113



2.第 17回医療経済実態調査における歯科診療所 (個人)の損益状況 (%は前回調査との比較)

(1)6月 単月調査分

① 医業収益は361.6万円で、前回比 16.1万円の増収 (4.7%)であった。

② 保険診療収益は 311.5万円で、前回比 13.1万円の増収 (4.4%)であつた。

③ 医業・介護費用は 241.5万円で、前回比 18.7万円の増額 (8_4%)であった。

④ 損益差額は 120.2万円で、前回比2.7万円の減益 (▲2.2%)と なった。

(2)事業年の集計 (年集計を 1ノ12に換算)と 6月 単月の比較

年集計を 1ノ12に換算した1月 当たりの

① 医業収益は350.0万円で、6月単月に比べて (3.2%)少額。
② 保険収益は296.7万円で、    〃   (4.8%)〃 。
③ 医業・介護費用は238.8万円で、  〃   (1.1%)〃  で構成比率は1.4%高い。
④ 損益差額は 1113万円で  ヽ ・ ″   (7.4%)″  で構成比率は1.4%低い。

6月 単月 年集計の 1/12

I医業収益
保険収益

3,616千円

3,115

3,500千 円 (▲ 3.2)%
2,967     (▲ 4_8)

Ⅲ 医業・介護費用 2,415 2,388     (▲ 1_1)

Ⅳ 損益差額 1,202 1 113  (▲ 7.4)
´                                                (  )は 対 6月 単月比較

◆ ①、②の結果は次の理由が考えられる。

6月 には「歯の衛生週間」力主あり、キャンペーンの結果(国民の意識が高く、歯科にとって需要の高まる特殊な月である。

◆ 費用の減少率は収益の減少率より小さく、一方構成比率が高いことは、単月調査ではもれがちな費用が年間調査には正確に計上

されている結果と考える。その結果、④損益差額は 6月 単月より構成比率が低く、実額も少額を示した。

表 3 第 12回～ 17回の医療経済実態調査に見る■0年間の歯科診療所 (個人)の損益状況の推移

(1施設当たり収益)

第 12回 第 13回 第 14回 第 15回 第 16回 第 17回

区  分
‖ 年 6月 i3年 6月 15年 6月 17年 6月 19年 6月 21年 6月

金額 金額   (伸 び率 ) 金額   (伸 び率) 金額   (伸 び率 ) 金額   (伸 び率) 金 額 (伸び率 )

1_医業収益

千 円

4,122

千 円       96

3.857    (▲ 6 4)

千 円      %

3,700    (A4 1)

千円       96

3,544  (▲ 42)

千円       96

3.455    (A2 5)

千円

3,616 (4_7)

(保険診療収益) 3.358    (A7 7) 3,279    (▲ 2 4) 3076 (▲ 62) 2.984    (A3_0) ( 44)

2_医業 介護費用 . 2.588    (A5.9) 2.469 (▲ ■6) 2 197 (▲ 110) 2,228    (  1 4) (8、 4)

3 収益差額 1.269 (▲ 75) 1,233    (A2 8) ( 1.229    (A9_0) (▲ 2_2)

Hll年 6月 ～H21年 6月 (10年間)の推移
(5回分の伸び率の累計)

1_医業収益 ▲12_5%

2_(保険診療収益) ▲14_9%

3.医業・介護費用 ▲11_7%

4_収益差額 ▲11_9%
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3.第 12回～第 17回医療経済実態調査に見る 10年間の歯科診療所 (個人)の損益状況の推移

医業収益は今回は増加したが、前 4回は減少している。その結果、全 5回分の伸び率の累計は▲12_5%と なる。     1

保険診療収益は同じ動きを示し、伸び率の累計は▲149%で 、大幅に減益を示している。

医業費用は前 4回までに 20.1%の削減を示してきたが、今回は 8.4%の大幅な増加を示した。その中で、特に歯科材料費とその

他の医業費用が大きく増加した。これは、金属材料をはじめ材料費の値上げが一因であり、また、単月調査ではもれていた費用

が年間データから正確に把握されたためと考える。

上記の結果、経年的に大幅な経費削減の努力にもかかわらず、損益差額は減少し、その伸び率の累計は▲11.9%と なつた。

個人立における損益差額 (120.2万 円)には、院長報酬のほかに、①院長の退職金相当分の積立、②法定福利費相当分 (年金及
び健康保険料等、給与の約 25%× 1/2)、 ③建物、設備等の改築・更新の費用、④借入金の返済 (今回のデータには無いが、前回

を参考にすると月平均 22.7万円)が含まれる。

6)単月分の損益差額 (120、 2万円/事業費の集計では 111_3万円)か ら、上記の①～④を引くと、個人立の診療所院長の給与相当額
は、一般病院の勤務歯科医師の給与 (107.4万 円 報告書94頁)を下回り、歯科診療所の勤務歯科医師の給与 (56_8万 円 報告書98頁 )
のレベルに近い結果を示している。

4.参考資料

国民医療費と歯科医療費の推移 (資料 :国民医療費)

国民医瞑贅〈億円〕 国民医療費と歯科医療費の推移 (資料 個 民医層賛 )

(H19年)
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国民医農費は20%上昇する中、
歯科医療費は▲■7%と減少した。
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5.まとめ

長 年 に 亘 る 医 療 費 削減 政 策 の 中 で 、 全 国 の 歯 科 診 療 所 は 患者 へ の 安 全 安 心 の 歯 科 医 療 の 安

定 提 供 に 向 け て 努 力 を続 けて き た が 、 歯 科 に お け る経 営 の 合理 キヒや 経 費 削 減 の 努 力が 限 界 に

達 して い る こ と は 、今 回の 医 療 経 済実 態 調 査 結 果 並 び に経 年 的 な推 移 の結 果 にみ られ る歯 科

診 療 所 の 損 益 状 況 か らも明 白で あ る。        `

歯 科 診 療 所 経 営 は 極 め て 厳 しい 状 況 に追 い込 ま れ 、結 果 と して 歯 科 医 療 は 崩 壊 の危 機 に あ

る と言 わ ざ る を 得 な い 。

国 民へ の 安 全 で 質 の 高 い歯 科 医 療 の 提 供 を確 保 す るた め には 、 歯 科 診 療 報 酬 体 系 の 機 能 的

な 改 善 と強 化 が 必 要 不 可 欠 で あ り、次 期 診 療 報 酬 改 定 に お いて 適 切 な 評 価 と 十 分 な財 源 の 確

保 が 求 め られ る 。
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1日 主な分析結果
【全体】
○一般診療所、歯科診療所及び保険薬局は減益傾向にあるものの黒字であり、一般病院 (全体)は赤字だが

前回(19年6月 )に比べ改善がみられる。なお、損益差額率の値をみると、年間(20年度)データと21年 6月デ

ータに大きな差はない。(P.2,P3)

【病院】
○一般病院を機能別にみると、バラツキはあるものの全体的には赤字となつており、特に赤字幅の大きかった

こども病院は前回に比べ大幅に縮小している。(P.3)

○一般病院の開設者別では、医療法人、国立、社会保険関係法人及び個人は黒字だが、依然として公立病

院の赤字幅は大きく、給与費の構成比率が高くなっている。(P.5,P.6)

○一般病院の15対 1は黒字、7対 1、 10対 1及び13対 1はいずれも赤字となつている。療養病床60%以上の病院

は経年的に黒字を示し、療養病床なしの病院は赤字となつている。(P.7)

【診療所】
○一般診療所の個人 (入院診療収益なし)と医療法人(入院診療収益なし)は、減益傾向にはあるが黒字で

ある (参考:一般診療所・個人(全体)の損益差額は204.8万円/月 、医療法人(全体)は 59.2万円/月 )。 (P.9)

○一般診療所・個人の診療科別をみると、眼科、皮膚科、精神科は全体 (平均)に比べ高い数値 (黒字)を示し、

内科、外科、産婦人科が低くなつている。一般診療所・医療法人では、皮膚科、産婦人科、眼科が高い数値

(黒字)を示し、精神科、耳鼻咽喉科、小児科は低くなつている。(P.10)

【歯科診療所・保険薬局】
○歯科診療所及び保険薬局ともに、平成19年 6月 と比べると減益ではあるが、黒字を維持している。

(P.11,P.12)



2.損益差額率の比較
(1)損益差額率 (年間 (20年度)データ及び平成21年6月データ)

図1医療機関別損益差額率 (年間データ及び平成21年6月 )
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年間データ=平成21年3月 末までに終了する直近の事業年(度 )間の数値である。
損益差額率=損益差額/(医業収益+介護収益)、 保険薬局の場合は医業収益を収益とする。

一般診療所、歯科診療所及び保険薬局は、年間(20年度)データ、平成21年 6月データ共に黒字を示してい

る。一方、一般病院の医療法人、個人は黒字だが、公立、公的及びその他は共に赤字を示している。一般

病院の国立、社会保険関係法人は年間データは赤字、21年 6月データでは黒字となつているが、全体的に

は、両データとも同じ傾向であり、損益差額率に大きな差はない。
注)1-般病院は、医薬・介饉収益において介饉収益の割合が2%未満の病院について集計(集針1)したものである。一般診療所、歯科診療所及び保険薬局は、「調査に回答した全ての医療機関等の集計(集計

2)」である。

(個人)
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(2)損益差額率 (経年変化 )
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図2医療機関別損益差額率の経年変化 (平成13～ 21年 )

|111肇IttIIII肇三16H':mi:控三こ亘11111三16H'IJtt16H']

僚養病床を

有しない

一般病院

回復期リハ算

定病院

一般病院

(7対 1)

一般病院

(10対 1)

亜急性期

算定病院

DPC

対彙病院

歯科滲療所

(個人 )

歯科勝療所

(医療法人 )

歯科勝療所

(全体)

保険薬局

(個人 )

80

125

92

123

95

78

保険薬局

(法人)

保険薬局

(全体 )

一般跡薇所

(全体 )

__118_J___]■

'__11 __| __lip_

ロロヨ誓.ュ .1日■119ロ ロ

一般診療所、歯科診療所及び保険薬局と比べると、一般病院 (療養病床60%以上病院を除く)

字を示している。赤字幅が大きかつたこども病院は大幅に縮小し、特定機能病院、一般病院 (

亜急性期算定病院等は、赤字幅が若干改善している。

は経年的に赤
10対 1)および

注)1-般診療所と歯科診療所の「医療法人Jは H21年(6月 )より新たに分類され、H13年(6月 )からH17年(6月 )の「医療法人Jは「その他Jの分類に含まれている。そして、H13年 (6月 )からH17年(6月 )の一般診療所と歯科診療所の「その他Jはほとん
どの施設が「医療法人Jのため、「医療法人」とする。H19年 (6月 )「その他Jデータは、H21年(6月 )に再集計され「医療法人」と「その他Jに分類。

2_一般病院(全体)以外の H13年(6月 )～ H19年(6月 )の数値は、介餞保険事業に係わる収入のない医療機関の集計である。H21年(6月 )の数値は、医療・介饉収益に占める介護収益の割合が296未満の医療機関の集計(集計1)である。

一般鰺療所、歯科惨療所及び保険薬局は、「調査に回答した全ての医療機関等の集計 (集計2)」である。
3.一般病院(全体)の Hi3年(6月 )～ H17年(6月 )の数値は、介餞保険事業に係わる収入のない医療機関の集計である。H19年 (6月 )～ H21年(6月 )の数値は医療・介護収益に占める介護収益の割合が2%未満の医療機関の集計(集計1)である。
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3日 医療機関別の分析
(1)一般病院
1)病床規模別
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図3病床規模別損益差額率の経年変化 (平成13～ 21年 )
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損益差額率=損益差額/(医業収益+介護収益)

病床規模別にみると、いずれも赤字であるが、200床以上では損益差額率の改善がみられ、とくに500床以上

は赤字幅が大幅に改善(縮小)されている。

注)l H13年 (6月 )～ H19年 (6月 )は、介護保険事業に係わる収入のない医療機関の集計である。H21年 (6月 )の数値は、医業・介護収益において介護収益の割合が2%未満の病院について集計(集計1)したものである。
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2)-1開設者別
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図4開設者別損益差額率の経年変化 (平成13～ 21年 )

日H15年 (6月 )□ H17年 (6月 )国 H19年 (6月 l BH2菫塾壼]

社会保険

関係法人

3.0

68

-13.9

-11.2

-9.1

27

-180

-155

3.7

6.2

5.2

23

経年的に損益差額率をみると、公立は依然として大幅な赤字を示している。さらに、平成19年 6月 と平成21年 6月

で比較すると、医療法人と日立は黒字幅が僅かに増え、公立と公的は赤字幅が縮小している。また、全体でみる

とマイナス4.5%であるが、国公立を除くとマイナス0.7%となっている。

注)1.H13年 (6月 )～ H17年(6月 )は、介護保険事業に係わる収入のない医療機関の集計である。H19年 (6月 )とH21年(6月 )の数値は、医業・介護収益において介護収益の割合が2%未満の病院について集計(集計1)したものである。
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2)-2開設者別医業費用構成比率
図5開設者別医業・介護費用の構成比率と損益差額率 (平成21年6月 )
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損益差額率=損益差額/(医薬収益十介護収益)

診療材料費=診療材料費+医療消耗器具備品費
委託費は検査、給食、寝具、洗濯、医療用廃棄物、歯科技工、医療事務、清掃、経理、警備などの委託した業務の対価である。

医業口介護費用構成比率をみると、黒字を示している医療法人と国立に対して、赤字を示している公立は、

給与費、委託費および医薬品費が高い数値を示している。

注)1.数値は、医業・介護収益において介護収益の割合が29/o未満の病院について集計(集計1)したものである。
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3)入院基本料別、療養病床の有無別

-10.0

図6入院基本料別・療養病床あり(療養病床60%以上)療養病床なし別の損益差額率経年変化 (平成17～ 21年 )
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損益差額率=損益差額ン(医業収益+介護収益)

黒字となつている15対 1に対し、7対 1、 10対 1及び13対 1はいずれも赤字となつている。また、療養病床ありは

黒字、療養病床なしは赤字となつている。

注)l H17年 (6月 )～ H19年 (6月 )の数値は、介餞保険事業に係わる収入のない医療機関の集計である。H21年 (6月 )の数値は、医療・介護収益に占める介護収益の割合が2%未満の医療機関の集計(集計1)である。
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4)年間の緊急入院患者数別

（Ｓ
）掛
劉
怪
尊
眠
鋸
網
ぐ
・絲
Ш

図7年間の緊急入院患者200名 以上日未満別の損益差額率と医業・介護費用構成比率 (平成21年6月 )
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損益差額率=損益差額/(医業収益+介護収益)

診療材料費=診療材料費+医療消耗器具備品費

「緊急入院患者200名 以上」の損益差額率はマイナス5.7%と赤字を示し、「緊急入院患者200名未満」はマイナス

0.0%となつている。また、「緊急入院患者200名 以上」の医薬品費と診療材料費の構成比率が「緊急入院患者

200名未満」と比べると高い。

注)1数値は、医療・介護収益に占める介護収益の割合が2%未満の医療機関の集計(集計1)である。
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(2)一般診療所

1)開設者別
図8開設者別損益差額率の経年変化 (平成13～ 21年 )
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※H19年(6月 )及びH21年(6月 )の数値は、「入院診療収益ありJと「入院診療収益なし」の集計区分を「有床Jと「無床Jと表現し、H13年 (6月 )からH17年(6月 )の「有床」と「「無床」の層別化とは異なるが、層別の影響範囲が小さ
いため、近似値とみな

して表示している。

一般診療所・個人 (有床)は損益差額率がプラス14.9%、 個人 (無床)はプラス30.7%となつている。また、医療

法人 (有床)はプラス6.9%、 医療法人 (無床)はプラス3.4%となつている(参考 :一般診療所・個人 (全体)の損

益差額は204.8万円/月 、医療法人 (全体)は 59.2万円/月 )。
注)1-般診療所の「医療法人」はH21年 (6月 )より新たに分類され、Hi3年(6月 )からH17年(6月 )の「医療法人」は「その他」の分類に含まれていた。そして、H:3年(6月 )からH17年(6月 )の一般診療所の「その他」はほとんどの施設が「医療法人」のた
め、「医療法人Jとする。H19年 (6月 )「その他」データは、H2i年(6月】こ再集針され「医療法人」と「その他」に分類。

2.数値は、「調査に回答した全ての医療機関等の集計 (集計2)」である。
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2)主たる診療科別
図9-般 診療所 (個人)・全体の損益差額率の経年変化 (平成15～ 21年 ) 図10-般診療所 (医療法人)・全体の損益差額率の経年変化 (平成15～ 21年 )
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損益差額率=損益差額/(医薬収益+介護収益)

一般診療所 (個人)は、平成19年 6月 と比べて減益 (外科を除く)となつているものの、黒字を維持。眼科、皮

膚科、精神科が相対的にみて高く、内科、外科、産婦人科が低くなつている(図 9)。

一般診療所 (医療法人)も、平成19年 6月 と比べて減益 (産婦人科と外科を除く)となつているものの、黒字を

維持。皮膚科、産婦人科、眼科などが相対的に高く、精神科、耳鼻咽喉科、小児科は低くなつている(図 10)。

注)1.H15年 (6月 )～ H19年 (6月 )の診療科別データは介護保険事業に係わる収入のない医療機関の集計である。
H21年 (6月 )の数値は、「調査に回答した全ての医療機関等の集計 (集計2)」である。

2.一般診療所の「医療法人」はH21年 (6月 )より新たに分類され、H15年(6月 )からH19年 (6月 )の「医療法人」は「その他」の分類に含まれて
いた。そして、H15年く6月 )からH19年 (6月 )の一般診療所の「その他」は、ほと

んどの施設が「医療法人」のため、「医療法人」とする。

3-般診療所の「(個人)、 医療法人)」は、個人、その他、医療法人及び全体の開設者別を、「全体」は、入院診療収益ありと入院診療収益なしの層別を意味する。

限14
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(3)歯科診療所

図11歯科診療所の損益差額率の経年変化 (平成13～ 21年 )
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H21年施設数

損益差額率=損益差額/(医薬収益+介護収益)

歯科診療所・個人は損益差額率がプラス33.2%、 医療法人はプラス9,3%となつており、減益ではあるが黒字を

維持している(参考 :歯科診療所・個人の損益差額は120.2万円/月 、医療法人は75.0万円/月 )。

注)1.歯科診療所の「医療法人」はH21年(6月 )より新たに分類され、H13年 (6月 )からH17年 (6月 )の「医療法人Jは「その他」の分類に含まれていた。そして、H13年 (6月 )からH17年 (6月 )の歯科診療所
の「その他」はほとん

どの施設が「医療法人」のため、「医療法人」とする。H19年 (6月 )「その他」データは、H21年 (6月】こ再集計され「医療法人Jと「その他」に分類。

2数値は、「調査に回答した全ての医療機関等の集計(集計2)」である。
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(4)保険薬局

図12保険薬局の損益差額率の経年変化 (平成13～ 21年 )
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図13保険薬局(法人)の後発医薬品調剤割合の違いによる損益差額率(平成19～ 21年 )

図14保険薬局(法人)の後発医薬品備蓄割合の違いによる損益差額率(平成19～ 21年 )
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損益差額率=損益差額/(収益十介護収益)

保険薬局・個人は損益差額率がプラス9.5%、 法人はプラス4.0%となつており、減益ではあるが黒字を維持して

いる(参考 :保険薬局口個人の損益差額は73.3万円/月 、法人は53.3万円/月 )(図 12)。

また、後発医薬品の調剤割合、備蓄割合と損益差額率に、相関関係は特にない(図 13,図 14)。

注)1数値は、「調査に回答した全ての医療機関等の集計(集計2)」である。
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4口 次回調査に向けた意見

○今回の調査では、医療機関等の損益状況について、単月 (平成21年6月 )データに加え、年間 (20年
度)データの調査もあわせて実施したが、単月と年間データに大きな差はみられなかつた。今後の調
査に当たっては、「決算データの活用に関する懇談会」で指摘された課題等を踏まえた検証を行う必
要がある。

○中長期的には、病院の経営状況を評価するためには診療科別の損益状況等も必要であり、診療報
酬調査専門組織等の活用も視野に入れて医療経済実態調査の在り方について総合的に検討する
必要もある。

○このほか、▽有効回答率が低かったことを踏まえた調査手法の検討、▽経営状況を適切に判断す
るため、入院患者及び外来患者1人あたりの平均収益単価、病床利用率などの基礎情報も必要、▽
年間の緊急入院患者数別の経営状況を適切に評価するには、病床規模や役割なども踏まえた調査
と集計が必要一などの課題があげられる。
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注釈

○一般病院 (病床規模別)
●H13年 (6月 )～ H19年(6月 )の数値は、介護保険事業に係わる収入のない医療機関の集計である。

●H21年 (6月 )の数値は、医療・介護収益に占める介護収益の割合が2%未満の医療機関の集計(集計1)である。

●構成比率は「医業収益」と「介護収益」を合算した金額に対する各収益科日、又は費用科目の割合である。

○一般病院 (開設者別)
●H13年 (6月 )～ H17年(6月 )の数値は、介護保険事業に係わる収入のない医療機関の集計である。

●H19年 (6月 )の数値は、医業・介護収益において介護収益の割合が2%未満の病院について再集計したものである(集計 1)。

●H21年 (6月 )の数値は、医業・介護収益において介護収益の割合が20/0未満の病院について集計(集計1)したものである。

●構成比率は「医業収益」と「介護収益」を合算した金額に対する各収益科日、又は費用科目の割合である。

●「国立」とは、厚生労働省、独立行政法人国立病院機構、独立行政法人労働者健康福祉機構、その他 (国の機関)が開設する病院である。

●「公立」とは、都道府県立、市町村立、地方独立行政法人立病院である。

●「公的」とは、日赤、済生会、北海道社会事業協会、厚生連、国民健康保険団体連合会などである。

●「社会保険関係法人」とは、全国社会保険協会連合会、厚生年金事業振興団、船員保険会、健康保険組合及びその連合会、共済組合及びその連合会、国民健康保険組合などである。

●「その他」とは、公益法人、社会福祉法人、医療生協、その他の法人などである。

●個人立の病院の総損益差額からは、開設者の報酬となる部分以外に、建物、設備について現存物の価値以上の改善を行うための内部資金に充てられることが考えられる。

○機能別
●DPC対象病院からは特定機能病院は除いている。

●こども病院 (小児総合医療施設)とは、診療科目中に小児内科の他に小児外科を含む複数の外来系診療科を有する施設で、総合的に小児医療が行える医療施設として、日本小児医療
施設協議会が認めた施設をいう。

●こども病院からは特定機能病院は除いている。

●「特定機能病院」とは、医療法第4条の2の規定により、特定機能病院として厚生労働大臣の承認を得ている病院である。

●「回復期リハビリテーション病棟入院料算定病院」(回復期リハ算定病院)とは、社会保険診療報酬における回復期リハビリテーション病棟入院料算定病院である。

●「亜急性期入院医療管理料算定病院」(亜急性期算定病院)とは、社会保険診療報酬における亜急性期入院医療管理料算定病院である。

●「DPC対象病院」、「回復期リハビリテーション病棟入院料算定病院」、「亜急性期入院医療管理料算定病院」、「特定機能病院」、「こども病院」、「入院基本料別」、「療養病床60%以上
と有しない一般病院」及び「年間の緊急入院患者数が200名 以上と未満病院」における H13年 (6月 )～ H19年 (6月 )の数値は、介護保険事業に係わる収入のない医療機関の集計である。
同じくH21年 (6月 )の数値は、医療・介護収益に占める介護収益の割合が2%未満の医療機関の集計 (集計1)である。
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○一般診療所 (入院診療収益あリロなし別 )
●数値は,「調査に回答した全ての医療機関等の集計 (集計2)」である。

●H19年 (6月 )の数値は、「入院診療収益あり」と「入院診療収益なし」の集計区分および「医療法人」と「その他」の集計区分が新設されたことに伴い再集計したものである。

●構成比率は「医業収益」と「介護収益」を合算した金額に対する各収益科日、又は費用科目の割合である。

●個人立の一般診療所の損益差額からは、開設者の報酬となる部分以外に、建物、設備について現存物の価値以上の改善を行うための内部資金に充てられることが考えられる。

●「一般診療所 (その他 )」とは、市町村立、国民健康保険組合、社会福祉法人、医療生協などの一般診療所である。

○一般診療所 (診療科別)
●H15年゛月)～ H19年⑬月)の数値は介護保険事業に係わる収入のない医療機関の集計である。

●H21年 (6月 )の数値は、「調査に回答した全ての医療機関等の集計(集計2)」である。

●構成比率は「医業収益」と「介護収益」を合算した金額に対する各収益科日、又は費用科目の割合である。

●主たる診療科別 :内科は内科、呼吸器内科、循環器内科、消化器内科 (胃腸内科)、 腎臓内科、神経内科、糖尿病内科(代謝内科)、 血液内科、感染症内科、及び心療内科である。小児
科は小児科である。精神科は精神科である。外科は外科、呼吸器外科、循環器外科(心臓・血管外科)、 早L腺外科、消化器外科 (胃腸外科)、 気管食道外科、形成外科、美容外科、脳神
経外科及び小児外科である。整形外科は整形外科である。産婦人科は産婦人科、産科及び婦人科である。眼科は眼科である。耳鼻咽喉科は耳鼻咽喉科である。皮膚科は皮膚科である。
その他は泌尿器科、肛門外科、リハビリテーション科、放射線科、麻酔科、アレルギー科、リウマチ科、病理診断科、臨床検査科及び救急科である。

○歯科診療所
●「医療法人」と「その他」におけるH19年(6月 )の数値は、当該集計区分が新設されたことに伴い再集計したものである。

●構成比率は「医業収益」と「介護収益」を合算した金額に対する各収益科日、又は費用科目の割合である。

●「その他」とは、市町村立などの歯科診療所である。

●個人立の歯科診療所の損益差額からは、開設者の報酬となる部分以外に、建物、設備について現存物の価値以上の改善を行うための内部資金に充てられることが考えられる。

●数値は、「調査に回答した全ての医療機関等の集計 (集計2)」である。

○保険薬局
●構成比率は「収益」と「介護収益」を合算した金額に対する各収益科日、又は費用科目の割合である。

●個人立の保険薬局の損益差額からは、開設者の報酬となる部分以外に、建物、設備について現存物の価値以上の改善を行うための内部資金に充てられることが考えられる。

●数値は、「調査に回答した全ての医療機関等の集計 (集計2)」である。

●「後発医薬品調剤割合」とは、調剤した全ての医薬品の数量 (薬価基準の規格単位ベース)のうち後発医薬品の割合である。

●「後発医薬品備蓄割合」とは、全調剤用備蓄医薬品品目数に占める後発医薬品品目数の割合である。
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保険薬局の費用構成について

保険薬局の費用のうち、医薬品等購入費 (薬剤料、
材料料)が最も高く、約7割 (法人69.6%、 個人70。 1%)

を占めている。

1回の処方せんにおける投与日数の長期化などの影
響により、年々、医薬品等購入費の占める割合は増
力日している。

収支差 (損益差額)は全体平均でプラスを示している
ものの(法人薬局の場合、4.0%)、 その割合は減少
しており、依然として改善傾向は見られない。
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保険薬局 (法人)における費用構成 (1施設あたり)



考察

医薬品等購入費の増加により、給与費や収支差 (損益差額 )
を圧迫していることが伺える。

特 に給 与 費 につ いては、従 事 薬剤 師 数 の肖J減など |二よって
効 率 化 を図ることは困難 であることか ら (薬斉J師が取扱可能な処方せ

ん枚数は、1日平均40枚までと薬事法で規定されている)、 開設 者 の給 与 を

減 らす などにより対応 してい るものと推 測 され る。

一方、処方せん1枚あたり調剤医療費 (下図)から明らかなよ
うに、長期投薬の影響を受けて薬剤料は増加しており、技術
料の実額は微増しているものの、技術料の構成割合は減少
している(平成18年度:27.5%→ 平成20年度:26.2%)。

また、後発医薬品の使用促進への取り組みに伴い、後発医
薬品の備蓄品目数は着実に増加している。しかし、単に先発
品から後発品への変更後も先発品が不要となるわけではなく、
備蓄品目数はさらに増加し、医薬品購入費も増加することに
なる。
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【参考】処方せん 1枚あたり調剤医療費の内訳

平成18年度    平成19年度    平成20年度

※調剤医療費の動向 (厚生労働省保険局調査課)よ り

2

平成17年度


